
Basic Study on Comparison of Structural Codes of the

Philippines and Japan Part 2 Calculation Procedures of Base

Shear Co-efficient

フィリピンと日本の構造基準の比較に関する基礎的研究

その 2 ベースシェア係数の算出方法

1．目的、概要

本研究の「その１」に引き続き地震力算定

ェア係数について日比の詳細な比較を行う。

では、基準の規定に即した理解ができるよう

に関して、フィリピン構造基準（NSCP

条・項・号などの番号、図表の番号を括弧内に記載する

ようにした。

2．ベースシェア係数の算出方法の検討

フィリピンの地震力 V は、V=C×W の式

り、地震荷重算定用重量 W（日本とは異なることに留意。

その７の、3．基本荷重参照。）に、日本におけるベース

シェア係数と同様に、係数 C を乗じて算出される。

図 1 に縦軸がベースシェア係数 C(以下

周期のグラフを示す。C は、建物の固有周期により

(3)式により算出される。C は、Ca 又は Cv

Ip、震源近傍割増係数 Na 又は Nv、R ファクター、固有周

期 T の変数により構成されている。

3．ベースシェア係数算出に係る主要な事項に関する考察

(a) ベースシヤ算出の基準的な値（Ca、C

フィリピンの基準では、ハザードマップによる

地域係数(Z の値。表 1)と、6 種類の地盤種別

により、Ca、Cv(表 3)を定めている。今回の想定建物の場

合の SDは、N 値 15~50 の地盤である。（日本の第

にほぼ相当）この場合、Z=0.4 の地域では

208－8 に見るとおり震源近傍割増係数 Na

日本では、Rt 値の算出の際に、地盤種別

とを考慮している。

(b) 震源近接割増係数（Na、Nv）

フィリピンの基準では、Z=0.4 の地域で

グニチュード）（表 4）と震源までの距離により

の割り増しを行う。(Table 208-4、5、6)表

を示す表である。日本の基準にはこの観点からの規定は

構造基準 震源近接割増係数

R ファクター 固有周期
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ハザードマップによる 2 つの

種類の地盤種別(SA~SF)(表 2)

今回の想定建物の場

（日本の第 2 種地盤

の地域では、表 208－7、

Na、Nv を乗ずる。

地盤種別と建物固有周期

の地域で震源の規模（マ

と震源までの距離により、地震力

表 5 は、この係数

日本の基準にはこの観点からの規定は

ない。

(c) 建物の重要度係数（I、Ip）

フィリピンの基準では、

建物を区分し地震力の割り増しを行う。

103－1、係数値は、表 208-1（下記表

この観点からの規定は無い１）。
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フィリピンの基準では、建物の重要度からⅠ～Ⅳに

地震力の割り増しを行う。（用途の区分は表

（下記表 6））日本の基準には

。
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(d) R ファクター（詳細はその 3、4 参照）

フィリピンでは、建物の靱性を考慮するため、建物

の構造特性別に設定された値 R（表 208

数を乗じて設計用の地震力を算出している。

物の破壊性状を検証し、その結果に応じた

こととしている。ただし、算出された値の性格は異なる

ことに留意することが必要である。

(e) 固有周期（T。詳細はその 8 参照)

フィリピンの基準では、固有周期の算出方法は、建物

高さから算出する方法（208.5.2.2 方法 A

及び変形特性から算出する方法（208.5.2.

一方、日本では建物高さから算出する方法

力式、固有値解析などがある。

表 3 ベースシヤ算出の基準的な値

表 6 建物の重要度係数（I、
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フィリピンの基準では、固有周期の算出方法は、建物

A）と、構造特性

208.5.2.2 方法 B）がある。

法(T=0.02H) や重

表 4 震源のタイプ区分

表 5 震源近接割増係数（

ベースシヤ算出の基準的な値（Ca、Cv）

、Ip）

補注 1

日本では「住宅の品質確保の促進等に関する法律」に基づく住宅

性能表示制度において、構造安全性が性能の一つとなっており、そ

の中で建築基準の定めるレベルの

安全性を評価、表示する制度が設けられている。

Japan International Cooperation Agency（JICA）

Professor Emeritus, Hokkaido University

4 Institute of International Harmonization for Building and Housing

Ocean Construction Co.,LTD
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11 Kita Shigenori Structural Design Office

震源のタイプ区分

震源近接割増係数（Na、Nv）

日本では「住宅の品質確保の促進等に関する法律」に基づく住宅

性能表示制度において、構造安全性が性能の一つとなっており、そ

の中で建築基準の定めるレベルの 1.5 倍、1.25 倍の地震力に対する

安全性を評価、表示する制度が設けられている。


